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〈論 説〉

21世紀の中華民国台湾化

高　　　韻　茹

要旨：1970年代前後において、アメリカの外交対策が変更されたため、
蔣経国は中華民国の主権を主張し、中華民国に替わって「台湾政府」を強
調し、「中華民国台湾化」という政治路線が展開されるようになった。そ
れ以降、後任者としての中華民国総統もその路線を継続し、内政では台湾
正名運動、台湾史の教科書の刊行などの政策が推進された。教科書を通じ
ての郷土の学習はメリットが多いが、教科書も物事に対する見方の影響を
受け得る存在である。本稿では、中華民国の台湾化の原因を検討し、さら
に台湾国民教育（義務教育）の歴史教科書を通じて、中国大陸とは異なる
独自性を持った現代台湾の歴史観を描き出すことを目的とする。

キーワード：中華民国台湾化、中華民国、台湾、義務教育、台湾問題

はじめに

　近年、「今日の香港は、明日の台湾」、「今日の台湾は、明日の香港」、
「光復香港、台湾を守れ」などのスローガンが次々と出現している。台湾
と香港を一体として見ることが正しいか正しくないか、簡単に判断するこ
とはできない。中国の圧力に対抗する香港のデモ運動に台湾の人々は注目
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し、台湾の民主主義を守ろうとした2020年１月11日の中華民国総統選挙
と立法委員選挙とに香港の人々は注目した。
　2014年３月17日、台湾立法院では台湾と中国の間の「海峡両岸サービ
ス貿易協定」の批准にむけた委員会審議が行われていたが、議事を進行す
る側の与党・中国国民党の張慶忠立法委員が「法の規定に従ってサービス
貿易協定の審議終了、院会（本会議に相当）送付」と野党を無視する宣言
をし、その乱暴な行為に反発が広がった。翌日午後６時ごろ、サービス貿
易協定に反対するデモが行われ、３時間ほど後には300名を超える学生の
デモ参加者が立法院議場内に進入した。立法院の外でも、学生たちを支持
する市民数千から数万人が集まり、デモを行った。このデモ運動は学生た
ちを主として台湾立法院を占拠したため、希望の象徴「ヒマワリ」の名を
つけ、ひまわり学生運動（以下「ひまわり運動」と省略）と呼ばれる。そ
してそれは「今日の香港は、明日の台湾」をスローガンに展開されたもの
であった。
　台湾と中国の間の経済合作は2005年に両岸共同市場（いわゆる「一中
市場」）を目指すことで合意し、2010年６月29日に海峡両岸関係協会（中
国側窓口機関）と海峡交流基金会（台湾側窓口機関）による、両岸経済協
力枠組み協議（ECFA）が正式に締結された。同年、ASEAN自由貿易地
域（AFTA）で東南アジア諸国連合（ASEAN）と自由貿易協定（FTA）
を結んだ中国などを巻き込んでアジアに巨大な経済圏が築かれる。2008

年中華民国総統選挙候補者の馬英九は各国と自由貿易協定・包括的経済提
携協定（CECA）を推進する貿易政策を主張したが、アジア経済圏よりの
台湾経済の辺境化・孤立化がますます明らかになった。台湾の発展や競争
力を向上させるために、中華民国総統に就任した馬英九は中国との間で
「三通」（通信、通商、通航の直接開放）を実現し、両岸経済協力枠組み協
議（ECFA）に基づき、「海峡両岸サービス貿易協定」に調印した。この
協定にはメリットがあるが、台湾の主権・経済の主役を脅かす可能性もあ
る。また中国に返還された香港の経験を参考し、台湾の人民、国会、学者
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やそれに関わる各種専門家が意見を提出したが、政府からの回答はなく、
これらがひまわり運動の大きな要因となった。
　一方、2012年の反国民教育運動、2014年の雨傘運動、2016年の香港独
立運動、2019年３月からの「光復香港・時代革命」と言うスローガンを「香
港人は香港を香港人の香港にしよう」を目指して、香港独立の意味を持つ
デモ運動が展開された。中国の圧力に対して、台湾と香港は「運命」の糸
でつながっている。だが、台湾よりも、香港は地縁的に接続しており、分
離主義あるいは中国との同定に深く関わっている。一方で台湾は、中華民
国による台湾・澎湖諸島・金門・馬祖接収の是非、国共内戦後の中華民国
と中華人民共和国の関係など歴史・文化・政治の各方面が関連してくる。
　20世紀中は、1980年代後半に始まった民主化・台湾化の流れの中で、
台湾アイデンティティーが成長していった。それは、特に1989年「六四」
天安門事件との比較はあったものの、順調な民主化・台湾化の進展であ
り、中国大陸の動向とはさほど連関を持つものではなかった。しかし、21

世紀に入って中国の大国化が進み、台湾との関係も従来と異なった緊密さ
が増してくると、台湾アイデンティティーの持つ意味のなかに中国大陸を
意識せざるを得なくなっていった。こうした問題に関する議論は多岐にわ
たり、また多数にのぼるため本稿では一々言及することはしない。
　本稿では現代の台湾にとって中華民国とは何かを根柢に置き、中華民国
と台湾の関係から見た場合、中華民国を台湾化するということの原因につ
いて検討し、さらに台湾国民教育（義務教育）における歴史教科書によって
現代台湾の歴史観を描き出してみたい。ちなみに、なぜ台湾と香港が「運
命」の糸でつながっていることについても言及しているが、これは中華民
国が台湾化した後、台湾に存在する主体性とは何かということである。

一、中華民国と台湾

　台湾は東アジアにある島嶼である。台湾の語源ははっきりしないが、有
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史以前から居住していた原住民族と外来者との交流でできあがった地名か
もしれない。大航海時代でも、また鄭氏政権や清朝統治時代、日本統治時
代においても、この地域は「台湾」と呼ばれていた。第二次世界大戦後、
蔣介石率いる南京国民政府がカイロ会談における取り決めを根拠として、
台湾島一帯を中華民国の領土に編入した。1945年８月に毛沢東率いる中
国共産党は重慶へ赴き、蔣介石率いる南京国民政府と会談を行い、戦後中
華民国に統一した政権を樹立させることをうたった「双十協定」を発表
し、10月10日に調印された。
　ところが、1946年には国共内戦が突然に起こった。この間、南京国民
政府は中華民国憲法を制定し、憲法に基づいて蔣介石を総統（国家元首）
とする憲政政府を成立させることで中央政府としての正統性を示そうとし
ているが、1949年１月に蔣介石が遼瀋戦役・淮海戦役・平津戦役という
「三大戦役」での敗北の責任をとって総統を辞任すると、副総統だった李
宗仁が総統代理に就任した。総統代理に就いた李宗仁は共産党との和平交
渉に当たったが、同年４月23日に首都・南京は中国共産党軍に占領され
た。南京国民政府が崩壊すると、蔣介石を中心とする国民党勢力の一部
は、アメリカ政府内右派の援助を受けつつ、拠点を広州、重慶、成都を経
て台湾島に移した。1950年１月には蔣介石が総統に復職し台湾国民政府
が成立する。これから、台湾という島嶼は「台湾」と呼ばれず、正式名称
は「中華民国」となった。
　第二次世界大戦後の世界を二分した冷戦は、アメリカを盟主とする資本
主義・自由主義陣営とソ連を盟主とする共産主義・社会主義陣営との対立
構造である。1950年６月に朝鮮戦争が勃発し、米国が「台湾海峡の中立
化」を打ち出し、第７艦隊を差し向けるに至った1。朝鮮戦争によって米ソ

1  阿部純一（2011）「米台「非公式」同盟─崩れつつある前提と台湾の行方」日本国
際問題研究所編『平成22年度外務省国際問題調査研究・提言事業報告書「日米関係
の今後の展開と日本の外交」』（https://www2.jiia.or.jp/pdf/resarch/h22_nichibei_kankei/ 
10_Chapter1-8.pdf）。
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冷戦がアジアに拡大し、冷戦下における共産主義の拡大を抑止するため、
アメリカは台湾に移った中華民国に対する支援を再開することになり、
1954年に「米華相互防衛条約」が結ばれた。この条約によって、米国と
中華民国の軍事同盟関係が強化され、中華人民共和国からの攻撃を何度も
阻止できた2。
　1971年に中華人民共和国が国際連合の代表権を獲得し、1972年にはニ
クソン大統領の中国訪問と日中国交正常化が行われると、アメリカ側は中
華民国の国家主権が認めなくなったため、中華民国は国際政治環境の変化
の中で次第に無力化していった。1970年、蔣経国は中華民国の主権及び
防衛のため、細心の注意を払って「中華民国台湾化」を推進した。内政方
面では、賄賂の禁止など官吏の綱紀粛正を図り、企業に対しては課税シス
テムを強化し、社会の公正化をアピールした。1969年には第一期議員（非
改選議員）の欠員補充選挙も実施された3。外交方面では、米国と中華民国
の断交について、蔣経国は中華民国が国家主権を有し、国際法的にも実質
的にも国家であると主張し、「台湾関係法」の立法過程中に米国国会に対
して「台湾政府」と呼称するように要求し、「中華民国アイデンティ
ティー」及び「台湾アイデンティティー」の双方を認めた。言い換える
と、蔣経国にとって、中華民国と台湾には違いがなかったのである4。
　その後任者としての李登輝は「蔣経国路線」を継続したが、中華人民共
和国が中国大陸を有効に支配していることを認めると同時に、台湾・澎
湖・金門・馬祖には中華民国という別の国家が存在すると主張した。また
李登輝は「台湾の閩南語は福建省の閩南語の一部門ではない」として「台
湾方言」を重視し、台湾のラジオや台湾語番組などを増やした。2000年
に陳水扁が中華民国台湾総統に就任すると、「台湾正名運動」を推進する

2  汪浩『意外な国父：蔣介石、蔣経国、李登輝と現代台湾』（八旗文化出版社、2017
年）、34‒78頁（以下『意外な国父』と省略）。

3  若林正丈『台湾の政治─中華民国台湾化の戦後史』（台湾大学出版センター、2014
年）、158‒186頁。

4  前掲『意外な国父』、198‒254頁。
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として、台湾の郵便事業を担う「中華郵政」を「台湾郵政」に名称変更し
た5。同様に「中国造船」は「台湾国際造船」、「中国石油」は「台湾中油」
と改称された。教育方面では、陳水扁政権において「台湾史」は中国史の
一部分ではなく、初めて独立したものとして印刷された。それ以降、国民
教育（義務教育）の綱要に関わって、台湾史と中国史の関係に関わる論争
も展開されるようになった。

二、現行教育制度

　国民教育（義務教育）の目的は、徳育、知育など全面的な発展である。
本稿では中学教育の歴史教科書をもとに、テキスト分析法を用いて、歴史
事象の検討を行った。21世紀を迎えたころ、台湾教育部（文部科学省）
は行政院（内閣）が策定した「教育改革行動方案」に従って国民教育（義
務教育）改革政策を検討、決定した。小学校課程と中学校課程の基準はそ
れぞれ1993年と1994年の規定を改正公布し、その後６段階での課程改革
を推進し、「国民中小学校九年一貫課程綱要」（以下「九年一貫課程綱要」）6

とした。九年一貫課程綱要では、「ヒューマニズムの精神」、「統合と整理
の能力」、「民主的な意識」、「郷土と国際の意識」、「生涯学習」の５項目を
「五大基本理念」として設定した7。学校教育制度は７歳から12歳までの６

年間を「国民小学（小学校）」、13歳から15歳までの３年間を「国民中学
（中学校）」の就学期間とし、合計で９年間となっている点は日本と同様で
ある。
　2014年11月には「十二年国民基本教育課程綱要総綱」（以下「108課程
綱要」）というカリキュラム・ガイドラインが公布され、2019年９月から

5  馬英九政権になった2008年８月に「中華郵政」に戻すことが決定された。
6  国民中小学課程と教学資源統合と整理サイト（Curriculum & Instruction Resources 

Network）（https://cirn.moe.edu.tw/WebContent/index.aspx?sid=9&mid=92)。
7  山ノ口寿幸（2008）「台湾「国民中小学九年一貫課程綱要」の策定と七大学習領域
の誕生」（『国立教育政策研究所紀要』第137集）、262‒265頁。
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施行された。108課程綱要では、九年一貫課程綱要に基づき、全人教育
（holistic education）の教育理念による「個性を生かし、才能を活かす」と
いう「生涯学習」となった8。学校教育制度は国民小学（小学校）の６年間
と国民中学（中学校）の３年間、及び2014学年度からは高級中学（高等
学校）の３年間の計12年間となっている。九年一貫課程綱要でも108課程
綱要でも、国民中学３年間のカリキュラムは台湾史（中学１年）、中国史
（中学２年）、世界史（中学３年）の順である。108課程綱要は施行された
ばかりのため、本稿では九年一貫課程綱要での中学校歴史教科書を主とし
て、108課程綱要の中学校歴史教科書を補うものとして分析の対象とし、
それに康軒及び南一という台湾の大手教科書出版社の歴史教科書を参考に
した。

三、台湾から見た台湾史

　歴史教科書による台湾史は石器時代、大航海時代、清朝統治時代、日本
統治時代、戦後台湾の発展という時代を流れに沿って、台湾原住民族と外
来者たちがこの島嶼での出会いと交流を描いている。より詳しく言えば、
台湾の石器時代（旧石器時代、新石器時代）、青銅器時代から、台湾原住
民族の起源と伝説、東亜における大航海時代（ポルトガルのマカオにおけ
る居留地確保、スペインのフィリピン領有、オランダ東インド会社のジャ
ワ島進出）、列強の台湾島進出と台湾社会の変化、日本統治時代、台湾光
復、中国国民党統治時代に及んでいる。台湾原住民族を主として、台湾原
住民族と外来者の間の交流、生活空間の変化、及び19世紀国際環境の中
で台湾原住民族の発展に言及している。

8  国民中小学課程と教学資源統合と整理サイト（Curriculum & Instruction Resources 
Network）（https://cirn.moe.edu.tw/Guildline/index.aspx?sid=11）。
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１．欧州から来たオランダとスペイン

　1622年、オランダ東インド会社は澎湖諸島を占拠して東アジア貿易の
拠点を築いたが、それに対して明朝政府が撤去を要求したため、1623年
オランダは台湾に進出し、上鯤鯓（今の台南）に簡易な城を築いた。翌
年、オランダと明朝の間で講和が成立し、オランダは澎湖諸島の軍事的防
備施設を破棄する代わりに、台湾に進出する事を認められた。オランダ勢
力が台湾に到着すると、大員（今の台南安平）にすでにあった簡易な城に
手を加え「奧倫治城」（Fort Orange）と命名、1627年に「熱蘭遮城」（Fort 

Zeelandia）（今の台南安平古堡）と改名されて、さらに拡張建設が続けら
れた。当時、この城砦は台湾におけるオランダ勢力の中枢として、行政及
び貿易を統括していた9。
　オランダの台湾原住民族に対する統治は、まず武力攻撃によって屈服さ
せることであり、組織的な統治制度を打ち建てるとキリスト教によって思
想宣伝を行った。当時台南に居住していた台湾原住民族はシラヤ族
（Siraya）である。シラヤ族の本族は蕭壠社（今の台南佳里区）、麻荳社
（今の台南麻豆区）、目加溜灣社（今の台南善化区）、新港社（今の台南新

市区）の４社がある（図１）。
　組織的な統治制度につい
て、各社から長老を選び、長
老はオランダ当局から与えら
れた社内で司法権を有し、毎
年オランダ当局が開く「地方
会議」に参加した。その会議
は淡水、北路、南路、東部の
４区に分けられ（図２）、会

9  歐陽鍾玲等編『社会課本一上─歴史分本』（南一書局出版社、2020年）、100頁（以
下『社会課本一上』と省略）。

図１　17世紀に台南における原住民族分布図

出所）張建維等編（2020）『国中社会１上課本』。
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議の中で台湾における最高行政官「台
湾長官」が長老に藤でつくった杖を与
えた10。また、キリスト教を宣伝する
ため教会堂と学校を建設し、さらに新
港社11の原住民にはローマ字を用いた
教育を実施し、同時にローマ字による
原住民言語の辞書の編纂が行われた。
それは「新港文字」と言われ、清朝期
まで多くの原住民が新港文字を用いて
漢人と土地売買及び租借などの契約が
行われ、漢文とローマ字を対訳として
記載している文書は「新港文書」と言
われる12。
　台湾中部にある台湾原住民族のパポラ族、バブザ族、パゼッヘ族、ホア
ンヤ族、タオカス族、カハブ族により構成される部落同盟の「大肚王国」
が存在した。大肚王国は半独立国で、オランダ支配の範囲外であったが、
鄭氏政権時代には鄭氏の軍隊と何回も衝突し、弱体化してしまった。台湾
南部でも「瑯嶠十八番社」という台湾原住民族が建てた政権がある。オラ
ンダ当局は武力で瑯嶠領主を屈服させたが、部落の勢力を全て壊滅するこ
とはできず、清朝末期までも恒春半島で独自の統治が行われていた13。
　一方、1626年にスペインが台湾島北部に進出し、武力によって鶏籠14（今
の基隆）、滬尾（今の淡水）にある台湾原住民族を制圧し、統治した。原

10  前掲『社会課本一上』、102頁。
11  1627年（寛永４年）初めてオランダ人による台湾での布教活動が実施され、最初
の布教地区として新港社（今の台南新港区）が選ばれた。

12  前掲『社会課本一上』、114頁。
13  前掲『社会課本一上』、103頁。
14  元は台湾原住民族のケタガラン族と名付け、台湾語によって漢字が宛てられ、鶏籠
（ケーラン）と呼ばれていた。清朝統治時代において鶏籠から基隆（キールン）に改
変した。

　　図２　 17世紀における 
台湾原住民族分布図

出所）前掲『社会課本一上』、103頁。
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住民教化のため、有能な宣教師を派遣してカトリック教を布教し、教会堂
もつくり、一部の原住民は改宗した15。しかし、1642年にオランダが鶏籠
に艦隊を派遣し、スペインの勢力を台湾から駆逐してしまったため、カト
リック教は北部の原住民族にさほど強い影響を与えることはなかった16。

２．清朝統治時代

　清朝政府は台湾原住民を「番人」17と呼び、納税するか否かによって台
湾原住民を「生番」と「熟番」に区分した。「生番」は他の生活圏からは
接近しにくい地域に居住していたため、他の民族からの影響が受けたこと

があまりなく、清朝は政策の実行
が困難であり、「生蕃」も政府の
統治に慣れてはいなかった。「生
番」と相対するのが「熟番」であ
る。清朝統治時代には多くの漢人
が中国大陸から台湾島に移住し、
台湾原住民族と漢民族の衝突がま
すます増加したため、清朝政府は
隣接する土地との境界線を確認す
ると、台湾原住民族を規定した範
囲に生活させる隔離政策を実行
し、その境界線に碑を建てて台湾
原住民族と漢民族双方の行動圏を
明確的に区切った（図３）。しか
し、利益を求める漢人は政府が確

15  張建維等編『国中社会１上課本』（康軒文教事業出版社、2020年）、112頁（以下
『国中社会１上』と省略）。

16  前掲『社会課本一上』、114頁。
17  古代中国で中華民族に対して居住していた異民族は「四夷」や「夷狄」と呼び、こ
の「番」も同様な意味で少数民族や外国民族に対する呼称である。

図３　 清朝統治時代における台湾原住民
族と漢民族を隔離した境界線碑
（現在、台北MRT石牌駅１番出口に
ある）

出所）前掲『国中社会１上』、142頁。
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定した境界線を越えて台湾原住民族が居住する山の奥へと移住していっ
た18。
　1871年に琉球の漂流民が八瑤湾（今の屏東県満洲郷）で殺害された。
この事件に対して、清朝政府が「生番は化外の民で清朝政府の責任範囲で
ない」としたことを責任回避であるとした明治政府は、この事件の犯罪捜
査および大規模な殺戮事件への対処のため、台湾へ出兵した。1874年、
日本軍は台湾南部（今の恒春）に上陸すると、牡丹社、高士佛社などの台
湾原住民と戦い、台湾番地事務都督に任命された西郷従道の命令によっ
て、台湾西南部の社寮港に全軍を集結すると、本格的な制圧を開始した。
しかし、現地の劣悪な衛生状態さらに風土病であるマラリアが盛んにはび
こっていたため、早急な解決が必要となった。ついに、イギリス公使
ウェードの仲介及び清朝の李鴻章の宥和論によって、「日清両国互換条款」
が調印された。それによれば、清朝政府は明治政府の出兵を保民の義挙を
認め、遭難者に対する見舞金を支払い、明治政府による出兵費用も損害と
して賠償された19。
　1874年の明治政府による台湾出兵で、台湾原住民族と日本軍との戦闘
が行われると、清朝政府は沈葆楨を欽差弁理台湾等処海防兼理各国事務大
臣に任命した。琉球漂流民殺害事件などの事件の再発を防止するため、沈
葆楨は台湾北部に台北府を設置すると奏請したほか、地域間格差の是正を
目的に台湾前山、後山の開発を行った。開発と同時に撫蕃を行い、積極的
な後山地区の開発を推進するため、後山への交通路として北路、中路、南
路の建設を行った20。その政策によって多くの漢人が台湾原住民族の居住
地域に強引に入り込み、台湾原住民族と漢民族の間に激しい衝突が発生し
た。台湾原住民族は何回も激しい抵抗運動を繰り返したが、清朝政府が武

18  前掲『社会課本一上』、142‒144頁。
19  前掲『社会課本一上』、146頁。
20  北路は噶瑪蘭庁蘇澳から花蓮奇莱までの205里、中路は彰化林圮埔から花蓮璞石閣
までの265里、南路は屏東射寮至から台東卑南までの214里である。中路は現在も残
存しており、国家一級古蹟に指定され、八通関古道と称されている。
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力による鎮圧を行ったため、さらに山
奥に移住してしまった21。
　また、初代台湾巡撫に任じられた劉
銘伝は沈葆楨が台湾原住民族に対する
政策を続いて、番学堂が建て、台湾原
住民族に漢民族の文化を習得するを図
りした22。日本統治時代において、台
湾総督府は「隘勇線」（図４）を圧縮

して台湾原住民族の生活圏を狭め、「蕃童教育所」23をおいた。1910年代に
は、「五箇年理蕃計画」が展開されたが、1930年に霧社事件後、大きな衝
撃を受けた台湾総督府は理蕃政策を見直すこととなった24。

四、台湾から見た中国史

　歴史教科書による中国史は中国古代史と中国近代史の二つに分けて通史
の形式で書かれている。しかし、毛沢東と長征、全国人民代表大会の設
立、中国式社会主義、鄧小平理論、中国の夢などの内容はあげられていな
い。康軒の教科書でも南一の教科書でも、台湾史については「台湾の歴
史」と書かれているが、中国史に対しては、康軒の教科書では「中国と東
亜」、南一の教科書では「東亜の歴史」と記述されている。康軒の教科書
は中国大陸に限定した歴史ではなく、中国と各国間の関係、及び当時の国
際関係制度などにも注目しているが、南一の場合は「東亜」とするだけで
「中国」とは特に言及せず、19世紀中葉以降は東亜に存在した帝国は欧米

21  前掲『社会課本一上』、147頁。
22  前掲『社会課本一上』、147頁。
23  台湾原住民族に対して清朝政府が「番」と呼び、未開の異民族という意味で台湾総
督府が「蕃」と呼んだ。

24  歐陽鍾玲等編『社会課本一下』（南一書局出版社、2020年）、88‒89頁（以下『社会
課本一下』と省略）。

図４　日本統治時代における隘勇線

出所）前掲『社会課本一下』、88頁。
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列強が主導する国際関係制度に組み込まれていったと強調している。
　　（康軒出版）
　　中国と東亜：地図上の中国はどこか？　東亜とはどこか？　現在の地

理で言えば、東亜とはモンゴル、中国大陸、日本、朝鮮半島、台湾な
どを含む。中国古代史については商朝・周朝から隋朝・唐朝にいたる
まで、アジア周辺にある民族との交流の過程があった。宋朝から清朝
までは東亜地域がますます世界のネットワークに参加するとともに、
中国と各国の間の国際秩序、政治的軍事的衝突、通商関係も次第に変
化した。特に、清朝中期以降、東亜と西洋の間の接触と衝突が頻繁に
なり、中国と東亜の歴史に変化を与えてきた25。

　　（南一出版）
　　東亜の歴史：神話伝説時代において、東亜の土地では各地区にそれぞ

れに民族の統治者が現れた。紀元前３世紀、東亜では中国大陸に最初
の中央集権の帝国が築かれ、その体制、文化などが周辺民族に影響を
与えた。13世紀に、モンゴル人が帝国を樹立し、東亜をほとんど全
てを支配した。17世紀の清帝国は東亜にあった伝統的な天下秩序を
変更し、19世紀中葉、清帝国は欧米列強が主導する国際関係制度に
組み込まれることを迫られ、内憂外患の圧力に対して、次第に改革を
進めていった26。

１．中国古代史

　台湾教科書の中国古代史は商朝から清朝末期までである。南一の教科書
では通史という形式で教科書が書かれており、時代の明確な特徴を強調し
ている。例えば、国家は国家運営、財政などのため、春秋戦国時代以降、

25  張伯鋒等編『国中社会２上課本』（康軒文教事業出版社、2020年）、72‒73頁（以下
『国中社会２上』と省略）。

26  歐陽鍾玲等編『社会課本二上』（南一書局出版社、2020年）、76頁（以下『社会課
本二上』と省略）。
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戸籍に従って納税する制度がとられるようになったこと、商朝が周朝に
よって滅ぼされたのは周朝が「天命」を有するためであり、ここから中国
の統治者は「天命」を受けたと自称して正統性を宣伝した27。康軒の教科
書では、南一の教科書より時代の流れを強調している。単元２にあたる商
朝・周朝から隋朝・唐朝までの民族と文化を例とすると、商朝・周朝から
秦朝・漢朝までは匈奴との交流、及び匈奴などの胡人が黄河流域に移住し
たために発生した漢民族と異民族の交流、それらが特に魏晋南北朝時期に
顕著であることである28。
　大航海時代における通商について、康軒の教科書では明朝の海禁政策と
大航海時代の通商活動に言及し、欧州諸国は東亜に拠点を建てて植民者と
被植民者という支配モデルを作ったが、大航海時代によって中国が確実に
世界経済体制に参入したとする。南一の教科書では、鄭和の大航海、明朝
の海禁政策、布教活動などが書かれ、明朝・清朝において東亜と周辺の通
商と交流が活発化した意味において、中国が重要な位置を占める。大航海
時代には欧州人が東亜に来て東亜の国々と通商するが、東亜海上貿易で
もっと大切な役割を担ったのは中国商人であった。康軒、南一双方とも植
民者としての欧州人が述べられているが、中国に対する立場は違う。康軒
は大航海時代において明朝・清朝という中国が国際貿易の舞台で活躍した
こと、南一では欧州諸国と関わりなく、元々中国が東亜海上貿易で大きな
存在であったのである。
　　（康軒出版）
　　明朝は海賊禁圧や密貿易防止を目的とし、海禁政策を実行したが、東

南沿岸（広州、福建など）の居民は生活のため自由に海に出た。16

世紀中葉、海禁を緩和し、商人の出航を認めた。当時漢民族の海上通
商ネットワークは中国、日本、東南アジアに及んでいた。大航海時代
に入ると、欧州諸国はアジアに来航し、貿易拠点を置いた。漢族の貿

27  前掲『社会課本二上』、83頁。
28  前掲『国中社会２上』、80‒81頁。
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易相手は明朝初期においては朝貢制度下の国から欧州の植民者であっ
た。16世紀から18世紀まで、銀は基本通貨として国際貿易を通じて
中国に流入し、中国は世界経済体制に徐々に組み込まれていった29。

　　（南一出版）
　　明朝・清朝において、東亜からインド洋までの通商と文化交流が活発

化し、欧州人が東亜に来航した後、その交流がますます盛んになっ
た。15世紀中葉、船団の指揮を命じられた鄭和が「西洋」（今の東南
アジア、インド洋のところ）へ出航した。……明朝は海賊禁圧や密貿
易防止を目的とし、海禁政策を実行した。16世紀中葉、多くの密輸
商人が海上を横行し、往来の船などを襲い、財貨を脅し取ることも
あった。ポルトガル人、オランダ人、スペイン人が東亜に来た当初、
利益を得るため日本とアメリカの銀を中国に輸出した。アメリカから
のタバコ、トウモロコシ、ジャガイモなどを東亜、東南アジアに持込
み、多くの中国商人が日本、マニラ、マカオ、大員（今の台南安平）
などで欧州商人と通商した。その時期においては、中国商人は東亜海
上貿易で大切な役割になっていた。……キリスト教宣教師は欧州商人
とともに東亜に来航し、西洋の科学知識や機械器具なども東亜に持込
み、中国の書籍、陶磁器などをヨーロッパに持ち帰った……30。

　以上のことを、次ページの表１に示す。

２．中国近代史

　台湾教科書の中国近代史は、清朝末期から中国人民共和国の成立と初期
の発展までを扱う。しかし、一部は教科書の中国古代史と重なり合ってい
る。単元１清朝末期における政治の変化を例に示す。まず、中国と欧米諸
国間の衝突を序幕としてアヘン戦争から始め、アロー戦争など武力によっ
て列強が清朝と不平等条約を締結した。列強が中国に進出するとともに、

29  前掲『国中社会２上』、100‒101頁。
30  前掲『社会課本二上』、111‒113頁。
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大規模な社会動乱、経済停滞、食糧の供給を逼迫させる人口の爆発的増加
などに苦しんでいた清朝では、改革と革命運動が展開されるようになっ
た。最後の皇帝が正式に退位し、清朝が276年の歴史に幕を閉じるととも

表１　教科書構成の比較（中国古代史篇）

康軒出版 南一出版
単元１　商朝・周朝から隋朝・唐朝までの国家と社会
１. 封建制度から郡県制度へ。
２. 官吏登用制度の発展。

１. 中央集権と文字統一。
２. 官吏登用、納税制度、正統性。

単元２　商朝・周朝から隋朝・唐朝までの民族と文化
１ . 商朝・周朝から魏晋南北朝までの民
族と文化。

２. 隋朝・唐朝の民族と文化。

１. 生活習慣、飲食、衣装。
２. 宗教、礼儀、学術、思想。

単元３　宋朝・元朝における民族交流 単元３　宋朝・元朝における国際交流
１. 遼朝・宋朝・金朝と外国の関係。
２.  モンゴル帝国の成立、新たな国際秩
序。

３. 通商と文化の交流。

１ . 政治的交流（対抗と征服、モンゴル
帝国）。

２. 通商と文化の交流。

単元４　明清帝国と天朝体制 単元４　 明朝・清朝における東亜世界の
変化

１ . 明清帝国を築く、東亜で各国の関係
（朝貢制度）。
２. 通商活動の発展。
３. 文化の交流。

１ . 東亜世界の変化（政治体制、ヨー
ロッパ人来航、明清交代）。

２. 通商と文化の交流。

単元５　西方からの衝撃による清朝末期
の改革

単元５　清朝末期における外部からの衝
撃と政治改革

１ . 広州での通商、中国とイギリスの衝
突。

２. アヘン戦争と南京条約。
３. 洋務運動（自強運動）。
４. 日清戦争後の政治改革。

１. アヘン戦争前後。
２. 日清戦争後の政治改革。

単元６　清朝末期の社会と文化の変更 単元６　清朝末期の新たな町と文化
１. 新たな町。
２. 家庭と婦人の役割の変化。

１. 新たな町。
２. 新たな知識を広げる。
３. 家庭と婦人の役割の変化。

出所）前掲『社会課本二上』と『国中社会２上』より筆者作成。
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に、中華民国が中国を代表する政府として国際的に承認されたものの、内
戦の勢いが衰えることはなく、中華人民共和国が成立して、ようやく新た
な時代を迎えた。
　その中国近代史の中で、出版社によって中華民国と中華人民共和国に対
する記述が異なっている。中華民国について、康軒の教科書は中華民国に
関する呼称は1924年に孫文が著した《国民政府建国大綱》（略称「建国大
綱」）によるとする。例えば、民国元年（1912年）に「中華民国」が成立
し、さらに「建国大綱」よる訓政時期に中国国民党が中華民国政府の職権
を代行したため、国共内戦時期に「国民政府」は民国36年（1947年）元
旦に《中華民国憲法》を公布し、国民政府は中華民国政府に改組され、国
民政府の最高指導者も中華民国総統になった。南一の教科書では憲政時期
が書き加えられたが、1949年「国民政府」は台湾に撤退したと記載され
ている。
　　（康軒出版）
　　民国元年元旦（1912年１月１日）に革命を支持する各省の代表者に

よって南京において中華民国臨時政府が成立し、孫文を臨時大総統と
する中華民国が成立した。……国共内戦時期、国民政府は民国36年
元旦に《中華民国憲法》を公布し、12月25日から施行された。……
民国38年夏、中国共産党が中国のほぼ全てを支配した。同年冬、中
華民国政府が台湾に遷移した後、中華人民共和国と中華民国が、中国
大陸と台湾をそれぞれ支配統治することとなった。31

　　（南一出版）
　　1912年元旦に革命を支持する各省の代表者は南京で中華民国臨時政

府を成立させ、孫文が臨時大総統となった。……民国36年《中華民
国憲法》が公布され、憲政時期に入った。……民国38年（1949年）

31  江筱婷等編『国中社会２下課本』（康軒文教事業出版社、2020年）、108‒109、134
頁（以下『国中社会２下』と省略）。
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に国民政府は台湾に撤退した。32

　中華人民共和国について、康軒の教科書では「中国」を呼称し、南一の
教科書では「中華人民共和国」という公式国名を記載している。双方とも
中華人民共和国の成立、及び中国共産党が率いる中華人民共和国と、《中
華民国憲法》に基づいた議会制民主主義・資本主義体制である中華民国
が、中国大陸と台湾諸島をそれぞれ支配統治することとなったと認識して
いる。
　　（康軒出版）
　　鄧小平以後の中国共産党指導者は改革開放路線を継続し、国際問題に

積極的に関与している。21世紀の中国は、国際的地位と経済実力の
面で軽視できなくなったが、経済発展で官僚の汚職と特権の隆盛、社
会の貧富の格差の拡大、沿海と内陸の発展の不均衡、民主主義者の一
党独裁体制への挑戦なども中国政府が抱える現在の課題である33。

　　（南一出版）
　　1990年代以降、鄧小平の後継者は改革開放を続けて推進している。

中華人民共和国は強大な労働力、広大な市場及び豊富な資源により、
経済は急速に発展していった。外交面では、世界貿易機関（WTO）
への加盟や北京オリンピックの開催など、国際的な活動に積極的に参
加している。改革開放後の経済成果は著しいが、貧富の格差の拡大、
沿海と内陸の発展の不均等の問題ももたらしている。また、民主主義
者の一党独裁体制への挑戦や周辺国の領土問題なども中華人民共和国
が直面する現在の課題である34。

32  王秋原等編『社会課本二下』（南一書局出版社、2020年）、110‒111、139頁（以下
『社会課本二下』と省略）。

33  前掲『国中社会２下』、138頁。
34  前掲『社会課本二下』、143頁。
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表２　教科書構成の比較（中国近代史篇）

康軒出版 南一出版
単元１　清朝末期における政治の変化
１. 中国と欧米諸国間の貿易制約。
２. アヘン戦争。
３. アロー戦争。
４. ロシアの侵略。
５. 太平天国。

１. 中国とイギリスの衝突。
２. アヘン戦争。
３. アロー戦争とロシアの侵略。
４. 太平天国。

単元２　改革運動の展開 単元２　外部からの侵入と改革
１. 洋務運動（自強運動）。
２. 列強による強硬な圧力。
３. 三国干渉と門戸開放。
４. 戊戌の変法。

１. 洋務運動（自強運動）。
２. 日清戦争と三国干渉。
３. 戊戌の変法。

単元３　改革から革命まで 単元３　清朝末期の衰亡
１. 義和団事件と八カ国連合軍。
２. 光緒新政と立憲運動。
３. 革命運動と民国の成立。

１. 庚子事変と八カ国連合軍。
２. 光緒新政と立憲運動。
３. 革命運動と民国の成立。

単元４　民国初期の政治と文化 単元４　民国初期の政局と社会
１. 袁世凱と洪憲帝制。
２. 軍閥統治。
３. 社会の変遷。
４. 新文化運動。
５. 五四運動。

１. 袁世凱。
２. 軍閥統治。
３. 清朝末期・民国初期の社会。
４. 新文化運動。
５. 五四運動。

単元５　北伐から日中戦争まで 単元５　北伐と日中戦争
１. 国民政府による全国統一。
２. 十年建設の推進。
３. 十年建設期間の内憂外患。
４. 日中戦争（八年抗戦）。

１. 国民政府による北伐。
２. 十年建設。
３. 十年建設期間の内憂外患。
４. 日中戦争（八年抗戦）。

単元６　中華人民共和国の成立 単元６　中華人民共和国の成立と発展
１. 国共内戦。
２. 中華人民共和国の初期発展。
３. 大躍進。
４. 文化大革命。
５. 改革開放。

１. 国共内戦。
２. 中華人民共和国の初期発展。
３. 文化大革命。
４. 改革開放。

出所）前掲『社会課本二下』と『国中社会２下』より筆者作成。
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五、結論

　時代によって「中華民国台湾化」の意味も異なっている。蔣経国政権に
おいて、中華民国と台湾は同様に見なされていた。李登輝政権においては
蔣経国の路線を継続し、さらに動員戡乱時期臨時条款（戒厳令）の廃止で
中華民国の民主化を実現した。このため、李登輝は「台湾民主化の父」と
評価される。陳水扁政権においても同じ路線が継続されたが、陳が「一辺
一国」という激しい政策を主張したため、中華人民共和国が主張する「一
つの中国」政策への挑戦として、台湾正名運動（国名の「台湾」への変更
運動）が進められた。現在の中華民国総統蔡英文は、あたかも蔣経国の路
線に戻ったように「中華民国」及び「中華民国台湾」を主張している。
　台湾史の教科書によれば、台湾島には最初台湾原住民が居住していた
が、それに対してオランダ人、スペイン人、漢人、日本人は外来者であっ
た。1949年に中華民国が台北に遷都して、ここから実質的なその台湾支
配が展開される。言い換えれば、先住民に対しては中華民国も外来政権で
あるため、時代の流れとともに先住民と外来者間の交流と衝突、「中華民
国アイデンティティー」と「台湾アイデンティティー」が生じるように
なった。中国史の教科書では中華民国と中華人民共和国は別々の国家とさ
れるが、中華人民共和国成立以降、台湾諸島という領土を取り戻した「一
つの中国」の主張も紹介される。国際環境を考えてみれば、アメリカの外
交政策だけではなく、1978年以降中華人民共和国が改革開放という政策
を推進し、現在では中国が政治能力でも経済能力でも大きな成果をあげて
いる。その圧力に対して、中華民国は台湾化しなければならないが、それ
が台湾独立運動と同義であるかどうか明確に答えないにしても、「中華民
国台湾化」という政治路線は国内外を問わず中華民国にとって重要な課題
である。
　現在の世界の中では、中華民国より台湾として知る人の方が多いかもし
れない。ところが、台湾には中華民国の宝物が今でも保存されている。中
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華民国暦を例として見れば、旧正月・清明節・中元節・端午節・中秋節な
どの伝統的な祝日だけではなく、10月10日の建国記念日、10月25日の台
湾光復記念日、12月25日の憲法実行記念日などもある。特に中華民国憲
法は中華民国の成立に係る統治の根本規範、基本的な原理原則に関して定
めた法規範である。中華民国が中華民国憲法で国家権力を制限し、国家の
政治的構造や組織などのことも規定している。簡単に言うと、中華民国憲
法は中華民国の主体性である。中華民国憲法第1条では「中華民国は三民
主義に基づき、民有・民治・民享の民主共和国である」と記載されてお
り、孫文が記した三民主義には民族、民権、民生が含まれている。その中
で「民族」は民族国家を設立するという意味であるが、台湾史と中国史を
分けて考えれば、「中華民族」の意味もほとんどなくなってしまうのでは
ないだろうか。言い換えると、今台湾に居住している人々を台湾原住民と
するならば、本来の台湾原住民族に属していなかった台湾住民をどのよう
な民族とみなせばよいのだろうか。

（附記）
　本稿執筆にあたり、河南師範大学の侯伸霖氏との間で中国と台湾を巡るアイデンティ
ティー形成に関する討論を行い、大きな示唆を得たことを記しておく。ただし、本稿は
全て高韻茹本人の執筆による。


